
公的給付の迅速かつ確実な支給のため、預貯金口座の情報をマイナンバーとともにマイナポータルにあらかじめ登録し、行政機関等が当該口座
情報の提供を求めることができることとするとともに、特定公的給付の支給のためマイナンバーを利用して管理できることとする。

公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律案の概要 ＜予算関連法案＞

１．公的給付支給等口座の登録
預貯金者は、公的給付の支給を受けることができる一の預貯金口座を、以下いずれかの方法により内閣総理大臣に申請し、マイナンバーとともに登録を受ける。
①マイナポータルからオンライン申請、②預貯金者の同意により、行政機関が取得又は保有する口座情報の提供、③金融機関における登録申請

２．行政機関等への口座情報の提供
行政機関の長等は、公的給付の支給等に必要があるとき、内閣総理大臣に対し、登録された口座情報の提供を求めることができる。

３．特定公的給付の支給の迅速かつ確実な実施のための仕組み
⑴ 特定公的給付
内閣総理大臣は、①国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある災害若しくは感染症が発生した場合に支給されるもの 又は

②経済事情の急激な変動による影響を緩和するために支給されるもの、 を特定公的給付として指定する。
⑵ マイナンバーを利用した管理 行政機関等の長は、特定公的給付の支給に係る情報について、マイナンバーを利用し管理することができる。

※施行日：公布日から２年以内（特定公的給付に係る規定は公布日、金融機関における申請は公布日から３年以内）

デジタル社会形成基本法案に定めるデジタル社会の形成についての基本理念にのっとり、行政運営の効率化及び行政分野におけるより公正な給付と負担の
確保に資するとともに、預貯金者の利益の保護を図るため、預貯金者の意思に基づくマイナンバーの利用による預貯金口座の管理に関する制度及び災害時又
は相続時に預貯金者又はその相続人の求めに応じて預金保険機構が口座に関する情報を提供する制度を創設する。

預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法律案の概要 ＜予算関連法案＞

１．マイナンバーの利用による預貯金口座の管理に関する制度
⑴ 金融機関に対する

申出等
⑵ 預金保険機構

による通知等

２．災害時又は相続時における預貯金口座に関する情報を提供する制度
・災害救助法の適用区域に居住していた預貯金者は、金融機関において、口座を有する金融機関の名称を提示し、当該口座の情報の提供を求めることが
できる。
・相続人は、金融機関において、その被相続人を名義人とする口座に関する情報の提供を求めることができる。

３．預金保険機構の業務の特例等
・新法に基づき預金保険機構が新たに担う業務を規定 等 ※施行日：公布日から３年以内（一部を除く）

・金融機関は、預貯金者に対し、他の金融機関が管理する預貯金口座についても希望の有無を確認し、本人特定事項及びマイナ
ンバー等を預金保険機構に対し通知する。
・預金保険機構は、通知された本人特定事項及びマイナンバー等を他の金融機関に対し通知する。
・通知を受けた金融機関は、預貯金者の本人特定事項等をマイナンバーにより検索することができる状態で管理しなければならない。

・預貯金者は、口座がマイナンバーにより管理されることを希望する旨の申出をすることができる。
・金融機関は、口座開設その他重要な取引を行うとき、預貯金者に対し、上記希望の意思の有無を確認しなければならない。
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口座の登録申請の方法：預貯金口座の登録を希望する者は、マイナポータル及び金融機関の窓口からの登録申請が可能。
行政機関等が取得した又は保有している預貯金口座についても、本人同意により、登録が可能。

口座情報の利用 ：緊急時の給付金や児童手当などの公的給付の支給等を対象とする。（６８の事務）

預貯金口座の登録

登録制度のイメージ

自己情報
所得、世帯、
各種資格、
各種給付実績 など

地方公共団体

その他

マイナポータル

情報提供ネットワークシステム緊急時給付金はじめ
幅広い公金

（番号利用事務）

行政機関等
（情報提供者）

公的給付支給等
口座情報

国民（申請者）

簡単なオンライン申請が実現
（口座情報など入力不要）

スピーディーな給付が実現
（マイナンバー活用による事務円滑化、
口座情報誤入力の減少）

各金融機関

預金保険機構

国
マイナンバーを利用した
情報連携により

口座情報や世帯情報等を取得

事前に口座を登録（オンライン）

事前に口座を登録（窓口等） 口座情報を提供

公的給付支給等口座の登録制度等の創設

給付金等の申請

2



2020年度
R２

2021年度
R３

2022年度
R４

2023年度
R５

2024
年度
R６

2025
年度
R７

・・・

法案提出

緊急時の給付金の給付事務へのマイナンバー利用開始

施行準備
（政省令、システ
ム対応等）

各種事務での登録口座情報の利用開始

マイナポータルからの登録開始

順次金融機関から登録開始

施行準備
（政省令、システム対応、
金融機関における準備等）

新たな制度による
円滑な付番開始

相続時等のサービス開始
法案提出

２．預貯金口座への付番

１．公金受取口座の登録
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今後の工程
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